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○犯罪被害者等給付金の裁定に関する事務の取扱いについて（例規通達） 

平成16年８月17日 

例規（警）第42号 

改正 平成18年４月14日例規（警）第17号 

平成20年６月27日例規（警）第29号 

平成30年５月９日例規（警）第20号 

令和４年３月８日例規（警）第８号 

犯罪被害者等給付金の裁定に関する事務の迅速かつ適切な処理に努め、犯罪被害者対策を

適正に推進するため、犯罪被害者等給付金の裁定に関する事務の取扱いを下記のとおり定め、

平成16年９月１日から実施することとしたので、所属職員に周知徹底し、誤りのないよう

にされたい。 

なお、「犯罪被害者等給付金の裁定事務の取扱いに関する訓令の制定について」（昭和

61年１月22日付け例規（警）第５号）は、平成16年８月31日限り、廃止する。 

記 

１ 趣旨 

本通達は、犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律（昭和

55年法律第36号。以下「法」という。）、犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害

者等の支援に関する法律施行令（昭和55年政令第287号）及び犯罪被害者等給付金の支給

等による犯罪被害者等の支援に関する法律施行規則（昭和55年国家公安委員会規則第６

号。以下「規則」という。）並びに警察庁が定める犯罪被害給付制度事務処理要領に定め

るもののほか、山形県公安委員会（以下「公安委員会」という。）が行う犯罪被害者等給

付金（以下「給付金」という。）の裁定に関する事務（以下「裁定事務」という。）の取

扱いに関し、必要な事項を定めるものとする。 

２ 取扱い上の心構え 

裁定事務を取り扱う職員は、給付金の支給を受けようとする者及びその関係者の心情や

立場を十分理解し、公安委員会の行う裁定事務が迅速かつ適正に行われるよう配意しなけ

ればならない。 

３ 発生報告 

警察署長（以下「署長」という。）は法第２条第２項に規定する犯罪被害に該当すると

認められる被害の発生を認知したときは、速やかに裁定に関する必要な調査を行い、その

状況を犯罪被害事案発生報告書（別記様式第１号）に関係書類を添えて、警務部広報相談
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課長（以下「広報相談課長」という。）に報告するものとする。 

４ 給付制度の教示 

広報相談課長及び署長（以下「広報相談課長等」という。）は、犯罪被害を受けた者又

はその遺族等（以下「被害者等」という。）に対して、明らかに給付金が不支給となる場

合を除き、広報用リーフレット等を直接交付するなどの方法により個別に制度を教示する

とともに、その状況を犯罪被害給付制度教示簿（別記様式第２号）に記載し、教示後の状

況を含め記録しておくものとする。 

５ 申請書の受理等 

(1) 広報相談課長等は、給付金の支給を受けようとする者から、公安委員会に対して、

規則第16条から第18条までに規定する申請書（添付書類を含む。以下「申請書」とい

う。）が提出されたときは、受付年月日と広報相談課長が管理する一連番号を付して受

理するものとする。 

なお、署長は、受理した申請書に取扱警察署名を付記し、速やかに広報相談課長に送

付するものとする。 

(2) 広報相談課長は、提出された申請書に不備等があるときは、申請者に対して十分な

教示を行い、相当な期間を定めて関係書類の補正を求めるものとする。この場合、その

経過を書面で明らかにしておかなければならない。 

６ 損害賠償受領届出の取扱い 

署長は、申請者から規則第19条の規定により損害賠償を受けた旨の届出を受けたとき

は、速やかに広報相談課長に報告するとともに、関係書類を広報相談課長に送付するもの

とする。 

７ 裁定案等の作成 

広報相談課長は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に掲げる警察本部長（以下「本

部長」という。）が公安委員会に提出するために必要な裁定案等を作成し、本部長に報告

するものとする。この場合において、特に必要と認めるときは、事前に事件主管課長と協

議するものとする。 

(1) 裁定に必要な資料が調った場合 犯罪被害者等給付金支給裁定案（別記様式第３号） 

(2) 法第12条第１項に規定する速やかに裁定することができない事情があり、仮給付金

を支給する必要があると認められる場合 仮給付金支給決定案（別記様式第４号） 

(3) 申請者に法第13条第３項の規定に該当する事由があり、適正な裁定を行うことがで

きないと認められる場合 次に掲げる事由を明らかにした裁定申請却下案 
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ア 申請者に対して行った調査等の内容及び方法 

イ 調査等に協力しないことについて正当な理由がないこと。 
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別記様式第１号 

（全部改正〔平成30年例規（警）20号〕、一部改正〔令和４年例規（警）８号〕） 

様式第２号 

（一部改正〔平成30年例規（警）20号〕） 

様式第３号 

（一部改正〔平成30年例規（警）20号〕） 

様式第４号 

（一部改正〔平成30年例規（警）20号〕） 

 


